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１．はじめに

平成 21 年 3 月に告示された高等学校学習指導要

領「工業」1)では，環境・エネルギーに配慮した教

育を施すことを教科の目標に示している。これによ

り，地球規模の課題である環境問題やエネルギー制

約の一層の深刻化などについて，ものづくりを通じ

て考えさせる適切な教育実践が求められている。そ

こで本年度は，材料が容易に入手でき，作製が簡単

でチューニングができる「色素増感太陽電池」を調

査・研究し，その成果物をものづくり教室で還元す

る教育実践を科目「課題研究」において展開してい

る。

本研究では，色素増感太陽電池の教育実践事例を

踏まえ 2)3)，色素増感太陽電池を用いた学校における

実習教材及び地域連携ものづくり教室教材の開発を

目指して取り組んだ各種検討結果からビジュアル化

した実習資料，材料・機器を準備し，Ａ県内の工業

高校 5 校を対象に，2 時間以内の教育実践が可能か

授業検証を行った。また，生徒への学習アンケート

を実施し，その結果について考察・検討を行うこと

で，色素増感太陽電池を用いた環境・エネルギー教

育の実践が，生徒の環境・エネルギーやものづくり

への関心・意欲・態度，知識・理解を中心にどのよ

うな学習効果を与えたのかについて報告する。

２．再現性の高いビジュアル実習資料の作成

はじめに，実習教材及びものづくり教室教材とし

て使用ができるように，幅広い校種の児童・生徒に

理解でき，太陽電池を作製できる「再現性」に焦点

を当てた実習資料を作成した。実習資料は

PowerPoint で作成することで，教育の情報化に対

応した「iPad」や「電子黒板」を用いた教育実践に

おいて使用できるようにした。これらのデータを 1
ページ 6スライドにまとめた（図 1）。

図１ 教育実践で使用した実習資料の一例

３．色素増感太陽電池作製の使用材料・器具

色素増感太陽電池を作製するにあたり，表１に示

すような材料・器具を準備した。学校の理科室や実

習室等で用意できるものが多いが，それ以外はホー

ムセンターで入手が可能である。

表１ 作製に使用する材料・器具の一覧

材 料 器 具

FTO ガラス：２×３ｃｍ デジタルテスタ：１台

酸化チタン（TiO2）：３ｇ 乳鉢，乳棒：１セット

ポリエチレングリコール：１ｇ ガラス棒：１本

水（水道水）：７ｇ メンディングテープ：１個

蒸留水：適量 シャーレ，ビーカ：１セット

電解質溶液（ヨウ素）：適量 ホットプレート：１台

ハイビスカスの花：２個 ガスコンロ：１台

鉛筆（HB）：各１本 ハロゲンランプ：１台

４．工業高校における教育実践

工業高校生を対象に実習教材を用いた教育実践を

行うことで，工業科における授業実践が可能か検証

を行った。図２に示す学習アンケートを受講生徒に

行い，環境・エネルギーやものづくりへの関心・意

欲・態度，知識・理解を中心に学習効果を検証した。



図２ 学習アンケートの項目一覧

授業検証において，担当教員には以下のような条

件下で実践するようにお願いした。

・50分授業 2時間の中で授業検証する。

・図 1に示す実習資料及び表１に示す実習材料・

器具のみで授業を行う。

・授業後は，図２に示すアンケート項目が記載さ

れた用紙を配布し，受講生徒に回答させる。

各高校における学習アンケートの一例を図３に

示す。

図３ 学習アンケートの一例

５．結論

色素増感太陽電池を用いた環境・エネルギー教育

の実践において，工業高校生に教育実践を行った結

果，「ものづくりは楽しい」という生徒が増加し，「も

のづくりに対する考え方」が多数の生徒にとって良

い方向に変わる教材になったと言える。

本年度の科目「課題研究」では本実習教材で学ん

だ生徒が講師となって地域の子どもたちにものづく

り教室を展開するプロジェクトが，生徒の意欲的な

取り組みにより進んでいる。ものづくり教室に参加

した小学生や中学生，保護者に環境・エネルギーや

ものづくりの楽しさを生徒が積極的に発信していけ

るように指導をしていきたい。
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